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(令和６年度第３回契約審議会 資料)

県の制度
契約審議会　審議事項
◇:R6第2回　□:今回

資
格
審
査

競争入札
参加資格審査

〇入札参加資格 審査
　客観的事項の審査(従業員数、売上高　等)
　総合点に応じて等級(Ａ、Ｂ、Ｃ等)を付与
　総合点＝客観的事項+信州企業評価項目※

※信州企業評価項目
技術力、環境配慮、労働環境整備　等
(例:工事成績、環境認証の取得、週休二日、

労働災害、入札参加資格停止　等)

〇入札参加資格 停止
　契約の相手方として不適当と認める者について
　は、一定期間入札参加資格を停止
　(例:契約不履行、法令違反(労働安全衛生法、建設
　業法、刑法など)　等)

入札参加資格
設定等

・原則、県内本店・支店又は営業所
・同種業務の履行実績(必要に応じて)
・適切な予定価格の設定　等

公告
・

入札

〇ダンピング防止
・低入札価格調査制度(失格基準価格の設定　等)
・最低制限価格制度

〇契約方式
・一般競争入札
　　最も有利な条件を提供した者と契約を締結
・受注希望型競争入札
　　入札後に参加資格要件を審査
・総合評価落札方式
　　入札価格と価格以外の要素を総合的に評価
　　合計=価格点+価格以外点※

※価格以外点
工事成績、地域要件、技術者要件　等

・随意契約　等

□消防用設備等点検業務に
おける最低制限価格制度の
実施状況
□清掃・警備業務等におけ
る最低制限価格制度等の最
低制限日額の改定

◇見積書徴取方法の変更に
伴う公募型見積合わせの対
象金額の改正

契約

〇複数年契約
　長期継続契約、債務負担、ｾﾞﾛ県債　等

〇変更契約
　物価高騰、最低賃金上昇　等

〇賃金実態調査
　賃金状況を調査し、取組に反映

◇清掃・警備・設備管理業
務における賃金実態調査の
結果

履
行

検査
・

工事成績評定

〇成績評定
　技術力向上・総合評価落札方式での加点　等

◇説明請求審査部会の審議
結果

①契約の適正化(契約の透明性、公正性の確保　等)

②総合的に優れた契約の締結(価格以外の多様な要素も考慮　等)

③契約内容への配慮(地域における雇用の確保　等)

④事業者の社会貢献活動への配慮(労働環境の整備　等)

入札・契約事務と審議事項の関係

事務の流れ

入
札
・
契
約

(

案
件
ご
と

)

長野県の契約に関する条例　基本理念



項目 意見の要旨 回答・対応案等

〇賃金実態調査の手法について、調査
の追加等を検討していますか。
（湯本委員）

〇賃金実態は概ね把握できていると考
えており、調査の追加は予定しており
ません。
　なお、今年度から調査対象を拡大
し、消防用設備等点検業務についても
調査予定です。
（会計局契約・検査課）

〇建設業は非常に人手不足という状況
ですが、担い手三法の改正に伴う制度
の改善を検討していますか。
（湯本委員）

〇今後、中央公契連モデル等が見直し
の対象になると考えられることから、
国の動向等も踏まえて制度の改善を検
討していく必要があると考えていま
す。
（建設部技術管理室）

〇「受注者の適正な利潤を確保する」
という点について、低入札価格調査制
度の案件で支払う賃金を基に設定した
調査基準価格を下回りながら受注して
いる状況は、事業者が無理していると
捉えられますが、いかがお考えです
か。（森委員）

〇現状の確認では、従事者に対して最
低賃金以上の支払いは確認できるが、
適正な利潤の確保については判断でき
ない。
　関係団体との意見交換の中で、事業
者側のご意見をお聞きしてまいりた
い。
（会計局契約・検査課）

〇市町村において、低入札価格調査の
問題もそうですが、週休２日制を始め
とする働き方改革に意欲がないという
意見もありますので、県から御指導い
ただければと思っています。
（木下委員）

〇市町村を含む発注者の会議の場や、
県が各市町村に出向いてアドバイスを
する取り組みを始めている。引き続き
助言、支援に取り組んでいきたい。
（建設部技術管理室）

(2)ア
長野県の契約状況
の概要
[資料3-1,3-2,3-3]

〇できるだけ県内事業者が活躍できる
機会を設けるといった制度はあるので
しょうか。
（秋葉委員）

〇発注の際には原則、県内に本店・支
店又は営業所を持っている事業者とい
う条件を参加資格要件に定めておりま
す。
（会計局契約・検査課）

(2)イ
清掃・警備・設備
管理業務における
賃金実態調査の結
果
[資料４]

〇R6労務単価と調査結果の比較は、正
規の方と非正規の方のすべてを含んで
作成されていると、高い単価が出て当
然だと思います。
　非正規の人数が多いほうがありがた
い業種とそうでない業種があると思い
ますので、数字の出し方で見方が変わ
るのではないかと感じます。
（濵委員）

〇次回以降の資料のまとめ方につい
て、ご指摘を踏まえ検討します。
（会計局契約・検査課）

前回審議会の主な意見
　［令和６年度第２回契約審議会(９月13日）］

(1)
前回審議会の主な
意見
[資料2-1,2-2]

資料１
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１ 趣 旨 

長野県の契約に関する条例の基本理念を実現するため、取組方針を平成 26年に

策定し、その具体化にこれまで取り組んできた。 

取組方針について、令和 5年度の変更から取り組みが進み、現段階での進捗状況

等を反映させるため、取組方針の変更を行う。 

２ 今回変更に当たっての考え方 

変更する取組内容 

・試行の終了に伴う廃止

・実施、または試行した取組を反映（「△今後、検討を進める取組」、「○着手して

いるが更に検討を要する取組」から「○着手しているが更に検討を要する取組」、

「□既に実施している取組」へ変更）

・消防用設備等点検業務にて予定価格の設定、賃金実態調査の実施、最低制限価格

制度の導入を図ったことを反映

３ 変更する取組項目 

資料 2-2「取組方針 (案)」参照 

４ 実施状況  

時期 取組項目 □既に実施している取組 〇今後検討を進める取組 

H26策定時 ８９ ４７ ４２ 

時期 取組項目 
□既に実施してい

る取組

〇着手しているが

更に検討を要す

る取組 

△今後検討を進め

る取組

前回変更

（R5.12） 
９８ ８０ １４ ４ 

今回変更 ９８ ８５ １１ ２ 

取組方針の変更（案） 

会計局 契約・検査課 
資料2-1
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取組
方針

実施
状況

取組
番号

取　組　内　容 備考

1-1
○
↓
□

3
県の契約の件数、平均落札率等の契約状況の概要について、毎年度、県議会に報告すると
ともに、取組方針の策定等に際し意見を聴く。また、契約状況の概要について、長野県公
式ホームページで公表する。【全般】

森林整備業務等の契約状況の
議会への報告を反映

1-1
○
↓
□

93
(３) ＤＸの推進
県の契約において、電子契約、電子入札、入札参加資格審査受付システムを導入する。
【全般】

電子契約(R4)に加え、令和６年度
から物品の電子入札と入札参加資
格審査受付システムを導入

1-2 ○ 7
「その他の契約」において、一般競争入札に加え、公募型見積合わせの導入を検討する。
【入札方式】

1-2 ○ 8

「その他の契約」において、透明性、公正性を確保するため、複数事務所の業務を集約
し、一般競争入札又は公募型見積合わせとする一括契約の拡大を検討する。（庁舎等の警
備業務、受付・電話交換、廃棄物処理業務等において一部実施済み）【その他】

1-2 ○ 10
製造の請負、物件の買入れ及び「その他の契約」において、より適切な予定価格の設定に
ついて検討する。（庁舎等の清掃業務及び、警備業務等において一部実施済み）【全般】

消防用設備等点検業務の実施
を考慮

2-1 ○ 18
庁舎等の清掃業務及び警備業務などの「その他の契約」において、一般競争入札に係る最
低制限価格制度又は低入札価格調査制度を導入、拡大する。（一部実施済み）【入札方
式】

2-1 ○ 19 印刷業務などの製造の請負において、最低制限価格制度の導入を検討する。【入札方式】

2-2 ○ 27
「その他の契約」において、サービスの質の向上、環境配慮及び多様な労働環境の整備へ
の取組を評価項目とする総合評価落札方式の拡大を検討する。（庁舎等の清掃業務におい
て一部試行中）【入札方式】

2-2 ○ 28
「その他の契約」のうち複数年契約に適するものについては、サービスの質の向上を図る
ため、その活用の拡大を検討する。（庁舎等の清掃業務、警備業務、受付・電話交換にお
いて一部実施済み）【その他】

3-1 ○ 37
「その他の契約」のうち複数年契約に適するものについては、雇用の安定を図るため、そ
の活用の拡大を検討する。（庁舎等の清掃業務、警備業務、受付・電話交換において一部
実施済み）【その他】

3-2 ○ 42 県の契約において、県産品の利用促進の入札方式等を検討する。【入札方式】

3-3 △ 52
建設工事において、国の「建設会社における災害時の事業継続力認定」を受けている事業
者を評価する総合評価落札方式を実施する。【入札方式】

3-4 〇 61
建設工事において、緊急時に迅速な対応が可能となる入札制度等を整理し運用する。【入
札方式】

3-4
△
↓
○

94
物件の買入れのうち公用車燃料の調達については、県と災害時の燃料供給協定を締結し円
滑な燃料調達ができると認められる事業者からの優先調達を図る。
【入札方式】

令和６年度からの優先調達の
試行を反映

3-6 △ 91
県の契約において、入札参加資格の審査項目で、エシカル消費推進の取組を評価する【参
加資格】

4-1
○
↓
□

75-1
建設工事において、働き方改革の推進及び生産性向上への取組を評価する総合評価落札方
式を実施する。【入札制度】

総合評価落札方式で「週休２
日工事」「ICT技術の活用」
を評価

4-1
○
↓
□

75-2
建設工事において、入札参加資格の審査項目で、働き方改革の推進及び生産性向上への取
組を評価する。【参加資格】

令和７年度からの入札参加資格の
審査項目で、ワークライフバラン
ス、週休２日等の休日制度、ＩＣ
Ｔ活用工事実績を評価

4-1 □ 76
庁舎等の清掃業務及び、警備業務等において、適正な賃金水準を確保するため、実態調査
を実施し、最低制限価格制度又は低入札価格調査制度を導入、拡大する。【入札方式】

消防用設備等点検業務の実施
を考慮

4-2
△
↓
□

92
県の契約において、入札参加資格の審査項目で、事業活動温暖化対策計画制度などの取組
を評価する【参加資格】

令和７年度からの入札参加資格
の審査項目で事業活動温暖化対
策計画などの取組を評価

長野県の契約に関する取組方針（案）（抜粋）

資料2-2
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会計局契約・検査課 

【取組番号 18】 

１ 取組方針 

【18】一般競争入札に係る最低制限価格制度又は低入札価格調査制度を導入、拡大

する。 

２ 実施内容 

(1) 実施内容

令和６年度から消防用設備等点検業務に最低制限価格制度を適用 

(2) 対象業務

予定価格 100万円以上の庁舎等の消防用設備等点検業務 

(3) 最低制限価格の算定方法

予定価格算定時の労務単価を最低制限日額に置き換えて積算 

３ 実施状況  

消防用設備等点検業務における最低制限価格制度の実施状況 

施設名 R5落札率 参加者数 R6落札率 参加者数

①県営住宅（大町市他） 71.2% 2 ↗ 99.8% 1

②木曽合同庁舎 100.0% 1 → 99.5% 1

③看護大学 79.4% 1 ↗ 96.4% 1

④松本養護学校 93.6% 1

⑤佐久警察署 80.3% 1 ↗ 91.4% 1

⑥松本合同庁舎 64.9% 1 ↗ 90.7% 1

⑦諏訪湖環境研究センター 87.5% 2

⑧佐久平総合技術高校 77.6% 1 ↗ 84.6% 1

⑨県営住宅（中野市他） 73.6% 2 → 71.5% 4

⑩伊那合同庁舎 44.5% 2 ↗ 70.3% 2

⑪飯田合同庁舎 100.0% 1

　平均落札率 76.6% 1.3 ↗ 88.5% 1.5

　最低落札率 44.5% ↗ 70.3%

（参考：公募型見積合わせ案件（100万円未満））

　平均落札率 79.9% 1.2 79.1% 1.3

　最低落札率 22.5% 23.5%

(R5:98件) (R6:103件)

　一般競争入札の入札状況（R5とR6の対比）

資料３
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会計局契約・検査課 

【取組番号 18,76】 

１ 取組方針 

【18】最低制限価格制度又は低入札価格調査制度を導入、拡大する 

【76】適正な賃金水準を確保するため、実態調査を実施し、最低制限価格制度 

又は低入札価格調査制度を導入、拡大する 

２ 令和６年度の最低制限日額（変更） 

(1) 最低賃金の改定

R5.10.1適用（時） R6.10.1適用（時） 

長野県最低賃金 948円 ⇒ 998円 

(2) 最低制限日額：長野県最低賃金（時給）に８時間を乗じた額

R6最低制限日額：998円/時×８時間≒7,990円 

(3) 予定価格算出時に適用している「労務単価（国土交通省）」を、「最低制限日

額」に置き換えて算出

職 種 労務単価（日） 最低制限日額(日) 

R6清掃員Ｃ 11,500円 ⇒ 7,990円 

(4) 職種別の最低制限日額

・清掃員Ｃ：7,990円

・清掃員Ｃ以外の職種：別表参照

清掃員Ｃと各職種の労務単価の比率を乗じて職種別の最低制限日額を算出 

３ 適用日  

 令和６年 10 月１日以降に公告する、清掃、設備管理、警備、消防用設備等点検

業務に適用 

清掃・警備業務等における最低制限価格制度等の最低制限日額の改定 
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（別表）職種別最低制限日額一覧表

１．職種別最低制限日額の算出 (単位：円/日）

清掃員A 清掃員B 清掃員C 警備員A 警備員B 警備員C 保全技師Ⅰ 保全技師Ⅱ 保全技師Ⅲ 保全技師補 保全技術員 保全技術員補 軽作業員

①R6労務単価 15,800 12,600 11,500 15,700 13,400 11,800 24,200 22,900 24,700 20,300 19,500 16,900 17,800

②単価比率(①/(A)) 1.37 1.10 1.00 1.37 1.17 1.03 2.10 1.99 2.15 1.77 1.70 1.47 1.55

③職種別最低制限日額の算定
（②×(B)）

10,946 8,789 7,990 10,946 9,348 8,229 16,779 15,900 17,178 14,142 13,583 11,745 12,384

④R6最低制限日額（当初）（参考） 10,398 8,349 7,590 10,398 8,880 7,817 15,939 15,104 16,318 13,522 12,940 11,268 11,764

 R6当初比（③/④） 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 104.6% 105.0% 104.2% 105.3%

※R6.10長野県最低賃金時間額×８時間＝998円×８時間＝7,984円≒7,990円(B)

２．令和６年度最低制限日額（決定） (単位：円/日）

清掃員A 清掃員B 清掃員C 警備員A 警備員B 警備員C 保全技師Ⅰ 保全技師Ⅱ 保全技師Ⅲ 保全技師補 保全技術員 保全技術員補 軽作業員

④R6最低制限日額（当初）（再掲） 10,398 8,349 7,590 10,398 8,880 7,817 15,939 15,104 16,318 13,522 12,940 11,268 11,764

⑤R6最低制限日額（変更） 10,946 8,789 7,990 10,946 9,348 8,229 16,779 15,900 17,178 14,142 13,583 11,745 12,384

 R6当初比（⑤/④） 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 105.3% 104.6% 105.0% 104.2% 105.3%

(B)

(A)
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長 野 県 81.3% 81.3% 84.2% 84.3% 89.4% 89.4% 89.0% 90.4% 91.2% 91.2% 92.7% 92.6% 92.7% 93.1% 94.4% 95.5% 95.4% 95.2% 95.1%

全国平均 92.2% 90.4% 88.3% 88.2% 89.4% 89.6% 90.4% 91.1% 92.5% 92.7% 92.1% 92.6% 93.0% 93.3% 93.7% 93.7% 93.5% 93.8% 94.1%

隣接８県 94.0% 92.5% 91.7% 91.6% 91.9% 91.6% 92.2% 92.6% 94.1% 93.8% 93.9% 94.4% 94.7% 94.9% 95.2% 95.2% 95.1% 95.5% 95.4%

長 野 県 69.4% 67.7% 72.2% 74.7% 78.3% 83.7% 82.2% 84.1% 84.7% 84.7% 84.8% 89.7% 89.8% 89.8% 90.0% 90.0% 89.9% 89.8% 89.8%

全国平均 84.1% 85.0% 85.5% 86.6% 86.9% 88.1% 88.4% 88.2% 87.6% 88.0% 87.9% 88.3% 88.9% 89.2% 88.8% 88.7%

隣接８県 87.3% 86.5% 86.2% 88.2% 88.8% 90.7% 90.6% 89.6% 89.9% 90.6% 90.3% 91.2% 91.2% 91.4% 91.5% 90.7%

R5

R5

H22

H22 H23 H24 H25

H23 H24 H25 R4

R4

R3

R3

H30

H30H17 H18 H19 H20 H21

H17 H18 H19 H20 H21 R1 R2

R2R1H27

H28

H28

H29

H29

H26 H27

H26

81.3%

81.3%

84.2%

84.3%

89.4%

89.4% 89.0%

90.4%
91.2% 91.2%

92.7% 92.6%

92.7% 93.1%

94.4%
95.5% 95.4% 95.2%

95.1%

92.2%

90.4%

88.3% 88.2%

89.4%

89.6%
90.4%

91.1%

92.5% 92.7%

92.1%
92.6%

93.0%
93.3%

93.7% 93.7% 93.5%
93.8%

94.1%

80%

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

建設工事 落札率の推移

長 野 県

全国平均

R1.8:失格基準価格

予定価格の89.5～94.5％

※ H25までの他県の数値は「入札契約適正化法に基づく実施状況調査の結果について（国土交通省、総務省、財務省 調べ）」による。

※ H26年度は鳥取県調べ、H27年度からは長野県調べによる。

※ H25年度までは宮城県調べ、H26年度からは長野県調べによる。

69.4%

67.7%

72.2%

74.7%

78.3%
83.7%

82.2%

84.1%

84.7% 84.7%

84.8%

89.7% 89.8% 89.8% 90.0% 90.0% 89.9% 89.8% 89.8%

84.1%
85.0%

85.5%
86.6% 86.9%

88.1% 88.4% 88.2%

87.6% 88.0% 87.9% 88.3% 88.9% 89.2% 88.8% 88.7%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

委託業務 落札率の推移

長 野 県 全国平均

１. 建設工事

２. 委託業務

H27:失格基準価格

予定価格の87.5～92.5％

H25.9:失格基準価格

予定価格の87.5～90％

H19:失格基準価格

予定価格の80～85％

H21.10:失格基準価格

予定価格の80～85％

H28.4:失格基準価格

予定価格の85～90％

H19.7:失格基準価格

予定価格の60％⇒70％

H21:失格基準価格

予定価格の85～90％

建設部 技術管理室

【取組番号3】

建設工事等における全国の落札率の推移
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